第２号様式（第６関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
申請者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る
補助事業変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け青労能第　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金について、下記のとおり補助事業を変更したいので、同補助金交付要綱第６第１号の規定により申請します。
記
１　変更の理由　
２　変更の内容
（注）変更の内容は、別紙１及び２に準じて作成するものとし、二段書きで、変更前の値を上段に（　）書きし、変更後を下段に記載すること。
第３号様式（第６関係）
令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る
補助事業中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に関し、下記のとおり補助事業を中止（廃止）したいので同補助金交付要綱第６第２号の規定により申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　中止の期間（廃止の時期）
３　補助事業の遂行状況
第４号様式（第６関係）
令和　年　月　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る
補助事業遅延（事故）報告書
令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る補助事業について、下記のとおり遅延（事故）があったので、同補助金交付要綱第６第３号の規定により報告します。
記
１　補助事業の進捗状況
２　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　円
３　遅延（事故）の内容及び原因
４　遅延（事故）に対する措置
５　補助事業の遂行及び完了の予定
（注）遅延（事故）の理由を立証する書類を添付すること。
第５号様式（第６、第１６関係）
財産管理台帳
	区分
財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	処分
制限
期間
	保管場所
	備考

	
	
	
	　　円
	　　円
	
	
	
	


第６号様式（第７関係）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
　
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金
交付申請取下書
　
令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金について、下記の理由により交付の申請を取り下げます。
記
　取下げの理由

第７号様式（第１０関係）
　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る
補助事業遂行状況報告書
　
令和　　年　　月　　日付け青労能第　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に関し、補助事業の遂行状況について、同補助金交付要綱第１０の規定により、下記のとおり報告します。
記

（単位　円）
	補助対象経費の区分
	補助対象経費
Ａ
	　月　日現在
の支出額Ｂ
	進捗率
Ｂ／Ａ
	今後執行見込額

	補助金
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


第８号様式（第１１関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に係る
事業完了（廃止）実績報告書
　　令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に関し、補助事業が完了（を廃止）したので、同補助金交付要綱第１１の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１　事業完了（廃止）年月日　　　令和　　年　　月　　日
２　補助対象経費及び補助金額
(1)　補助対象経費　　　金　　　　　　　　　円
(2)　補助金額　　　　　金　　　　　　　　　円
３　事業の実績
　　　別紙１「事業報告書」及び別紙２「収支決算書」のとおり
（添付書類）

・支出が確認できる書類（契約書、領収書及び振込明細書等）の写し

・求人広告を掲載した新聞広告、就職情報サイトの画面、求人情報誌、チラシ等の写し

第９号様式（第１４関係）
　　令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金
請求書
　令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　号で交付決定の通知を受けた令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金について、同補助金交付要綱第１４の規定により、下記のとおり請求します。
記
　１　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　円
　２　補助金確定額　　　　金　　　　　　　　　　円

　３　今回請求額　　　　金　　　　　　　　　　円

　４　振込先
	金融機関名、支店名
	

	口座種別及び口座番号
	

	口座名義
	


第１０号様式（第１７関係）
令和　年　月　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
産業財産権等取得等届出書
令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金交付要綱第１７の規定により、下記のとおり産業財産権等の取得（出願、譲渡、実施権の設定）をしたので届け出ます。
記
1． 産業財産権等の種類及び番号
2． 産業財産権等の内容
3． 相手先及び条件（譲渡、実施権設定の場合）
第１１号様式（第１８関係）
                                              令和　年　月　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　印
収益納付に係る報告書
令和　　年　　月　　日付け青労能第　　　　号で交付決定通知のあった令和３年度新型コロナウイルス感染症による離職者等就労支援事業費補助金に関し、補助事業の実施期間内における事業化等の状況について、同補助金交付要綱第１８の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
補助事業の実施結果の事業化等の有無
１．補助事業の実施結果の事業化　　　　　　　　　　　有　　　無
２．産業財産権等の譲渡又は実施権の設定　　　　　　　有　　　無
３．その他補助事業の実施により発生した収益　　　　　有　　　無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助金額（A）
	補助対象経費（B）
	補助事業に係る売上額（C）
	補助事業に係る収益額（D）
	控除額（Ｅ）
	納付額（Ｆ）

	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】
①１．～３．においてすべて「無」（１．については、事業実施期間内に売上なし）の場合には、上記の表への記入は不要。
②「補助事業に係る売上額（Ｃ）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。
③「補助事業に係る収益額（Ｄ）」とは、「補助事業に係る売上額（Ｃ）」から、同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価・販売管理費等）を差し引いた額をいう。
　なお、「補助事業に係る収益額（Ｄ）」がゼロ又はマイナスの場合には、（Ｄ）にゼロと記載する。
④「控除額（Ｅ）」とは、「補助事業対象経費（Ｂ）」のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額」をいう。　控除額（Ｅ）＝補助事業対象経費（Ｂ）－補助金額（Ａ）
⑤「納付額（Ｆ）」＝（「補助事業に係る収益額（Ｄ）」－「控除額（Ｅ）」）×（「補助
金額（Ａ）」／「補助事業対象経費（Ｂ）」）　＊円未満切上げ
（注）補助事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。
